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阿部浩己氏博士学位申請論文審査報告書 
 
 神奈川大学法科大学院教授 阿部浩己氏は、2010 年 10 月 25 日、その論文『国際法の
暴力を超えて』を早稲田大学法学研究科に提出して、博士（法学）（早稲田大学）の学位を
申請した。後記の審査委員は、同研究科の委嘱を受け、この論文を審査してきたが、2011
年 10 月 21 日、審査を終了したので、ここにその結果を報告する。 
 
I. 本論文の目的と概要 
 本論文は、ウェストファリア・パラダイムによって規定される国際法が、客観的・中立
的な装いの下に、強い「暴力性」を内包する法体系としても機能してきたことを指摘し、
これまで国際法の射程から排除されてきた「他者」を「招喚」することにより、その実相
を明らかにすることを目的とする。このような目的を達成するために、本論文は、国際法
学の通説的見解において国際法の保護の客体として位置づけられるにすぎなかった「南」
（第三世界）、「女性」、「民衆」、「過去」等の側から、国際法現象を批判的に再検討する点
に特色がある。 
しかしながら、本論文の意図するところは国際法の廃棄・否認ではない。国際法の境界
を引き直すことにより、国際法の脱エリート化を促し、世界各地に生きる「無名の」人間
たちの生活・生存に資する国際法の可能性を探究し、国際法体系の普遍的妥当性あるいは
支持基盤を押し広げていくことに主眼がある。このような問題意識の下で、本論文は、次
のような構成をとる。 
 
国際法への眼差し―序にかえて 
第 I 部 国際法の「原罪」としての暴力性 
   第 1 章 「人間」の終焉―国際法における＜再びの 19 世紀＞ 
   第 2 章 愚かしき暴力と、国際人権の物語 
第 II 部 招喚される他者―女性、第三世界、民衆、過去 
   第 3 章 ジェンダーの主流化／文明化の使命―国際法における＜女性＞の表象 
   第 4 章 要塞の中の多民族共生／多文化主義 
―なぜ「過去」を眼差さなければならないのか 
   第 5 章 新しい人道主義の相貌―国内避難民問題の法と政治 
   第 6 章 グローバル化と国際法―「人権戦略」の可能性 
   第 7 章 戦後責任と和解の模索―戦後補償裁判が映し出す地平 
海賊と、国際法の未来―終章 
 
II. 本論文の内容 
序論：国際法への眼差し―序にかえて 
 序論では、国際法の誕生から現代に至るまでの歴史を振り返ることによって、国際法の
構造的問題点を「暴力」の観点から分析することの重要性を以下のように指摘する。 
 歴史的に、国際法は、非欧米圏にきわめて暴力的な牙を向けてきた。アジア・アフリカ
の多くの地域は無主地として先占の対象とされ、この法理のもとに植民地支配が正当化さ
れてきた。植民地支配の口実は文明化であり、欧米の政治経済文化システムを世界に広め
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ることは神から与えられた使命ともされていた。この植民地化の過程で激烈な暴力が振る
われたが、国際法はこの暴力の合法化に努めてきた。たとえば、戦争法規は、欧米諸国の
行使する国家暴力を正統化しながら、非欧米の人々が行使する対抗暴力を非正統化するき
わめて政治的な機能を帯びていたのである。 
360 年余にわたる国際法の歴史の中で、非欧米圏に向けられた国際法の暴力性が消滅す
ることは決してなかった。国際法の暴力性は、20 世紀後半まで底層に沈潜していたが、冷
戦の終結や、米国における 9.11 同時多発テロ（2001 年）を契機として、新たな装いをも
って再び私たちの眼前に姿を現すことになった。 
しかし、国際法の暴力性を指摘することは、国際法の否定ではなく、その重要性は国際
法に内包された暴力性を見据えたうえで、国際法のもつ社会変革機能を最大化する方法を
探っていく点にある。 
第 I 部 国際法の「原罪」としての暴力性 
第 1 部は第 1 章と 2 章から成り、本論文の総論として位置づけられる。 
第 1 章 「人間の終焉」―国際法における〈再びの 19 世紀〉 
第 1 章では、「テロリスト」という「法の他者」を創出することによって人権法の保護
の制約を正当化する現今の事象を通じて、国際法のもつ暴力性の一端を次のように明らか
にしようと試みる。 
かつての「文明の使命・神託」は植民地主義に支えられた経済的要請の別表現であった。
「文明の使命・神託」に代わる今日の「民主化の使命」も、同様に、新植民地主義を背景
とした市場の拡大という経済的要請にもとづいている。そして、民主化は同時に、テロリ
ズムという新たな脅威を撲滅する安全保障の論理によっても強く後押しされている。国際
人権法にとって看過できないのは、こうした安全保障論が民主主義国家（「私たち」）と、
ガバナンスを欠く非民主主義国家（「彼ら」）を截然と分かつ論理によって支えられている
ことである。「彼ら」は、「私たち」人間とは同等の価値を持つ存在とはみなされず、両者
の価値は決して対等ではないとされる。それゆえ、「私たち」の安全を脅かす場合には、「私
たち」に適用される人権法の保護を「彼ら」、とくに「テロリスト」には及ぼす必要はない
という主張すら公然となされうるのである。 
国際人権法は地球上のすべての人間が尊厳において平等であるという理念のうえに構
築されている。こうした人権の普遍性という本来的意味に鑑みれば、「彼ら」あるいは「テ
ロリスト」たちの非人間化、つまりは人間間の価値的序列化をはかる現今の安全保障論は、
国際人権法の性格を根幹から変容させる危険を有している。たとえば、拷問禁止規範の弛
緩、難民の封じ込め・難民認定におけるジェンダーガイドラインの策定、人権理事会の設
置、「ならず者国家」への制裁、という諸事象を通じて、国際人権の領域に安全保障とセッ
トになってグローバル化に資する市場経済の論理を流入させる人権論が現代的特徴となっ
ている。 
第 2 章 愚かしき暴力と、国際人権の物語 
 第 2 章では、国際法のもつ暴力性が、人間の解放のために構築されたはずの国際人権法
の奥底にも存在していることを分析し、以下のように論ずる。国際人権法の脱政治化を促
進してきたのは法実証主義と自然権思想であり、この脱政治化の主たる舞台となったのは
国際的正統性を担う国際機構であった。国際人権法は、国際法を母胎にしている以上、そ
の暴力性と無関係であることはなく、実際に、人権の実現という大義の下で、経済的・軍
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事的介入などによって、多くの人間たちに「不条理な苦痛」を課する制度的・構造的な源
にもなってきたのが実情である。しかし、人権法は本来、人間の抑圧ではなく解放の拠点
となるべきものでなくてはならない。政治性のありかを十分に認識したうえで、国際人権
法や国際人権機関の社会変革機能を最大化する途を探っていくべきである。人権法に非エ
リート的視座を導入し、無数の不正義が埋め込まれた「過去」に目を向け、沈黙を強いら
れてきた民衆へと視座を転換することによって、国際人権の脱暴力化への道を創造的に切
り開くことが重要であり、そのために新しい社会運動から学ぶべきことも少なくない。 
第 II 部 招喚される他者―女性、第三世界、民衆、過去 
 第 2 部は全 5 章から成り、本論文の各論部分にあたる。 
第 3 章 ジェンダーの主流化／文明化の使命―国際法における〈女性〉の表象 
第 3 章では、フェミニズム運動がもたらしたジェンダーの主流化という 1990 年代以降
に世界的に高い評価を受けた法事象と国際法の暴力性との関係を分析する。ここでは、女
性たちの果敢な闘いの成果としてもたらされたジェンダーの主流化が、男性中心的な権力
を背景とする国際法学の基層を明らかにする一方で、「南」の女性たちを他者化することに
より、国際法の西洋中心性の強化に資してきたことをも指摘する。もっとも、ジェンダー
が主流化することによって、いったい何がどう変わるのかという問いへの解答は自明では
なく、仮にどこかで何かが変わりつつあるにしても、それを進歩であると無批判に評価す
ることはできない。ジェンダーの主流化は、国際法における「知の配置転換」でもある以
上、当然そこには権力の作用を想定することができる。それはいかなるものであり、その
知の配置転換は、国連・国際社会におけるどのような権力力学と結びついているのか。国
家は現在、女性に対する暴力を放置することが許されず、これを規制する法的義務を負う
ものとされるが、「南」の諸国は制度的脆弱性ゆえに国際法違反を問われる事態を発生させ、
「北」による政治的・軍事的介入の正当化を招くようになっている。筆者は、このような
問題意識でジェンダーの主流化の深層にまで踏み込んで考察し、これに批判的に接近する
ことによって、ジェンダーの主流化と「文明化の使命」との密接な関係性を明らかにして
いる。 
第 4 章 要塞の中の多民族共生／多文化主義―なぜ「過去」を眼差さなければならないの
か 
第 4 章では、ヨーロッパ連合（EU）を素材として、ヨーロッパの先進性も西洋中心性
にもとづく暴力を構造的に伴っており、その豊かさは非ヨーロッパの排除をもって初めて
可能になっていることを明らかにし、次のように論ずる。その暴力的構造は EU 域内への
人の移動の困難さや、国境管理権限に与えられる優越的地位にその側面が顕著に現われて
いる。国際人権保障の先端を走るヨーロッパ人権裁判所が、これまでの多くの救済申立に
対し、訴え却下・棄却という判断を通して「豊かさの暴力」を体現する様子は、人権救済
の逆説としかいいようがない。こうした EU の「要塞化」は、19 世紀の帝国主義に似通っ
てすらいる。2001 年 9 月に南アフリカのダーバンで開催された「人種主義、人種差別、
外国人排斥及び関連する不寛容に反対する世界会議」は、そうした暴力的な位相を改める
重要な機会であった。排除ではなく包摂の理念に立脚した共生を実現するには、差別の土
台をなす植民地支配の過去を清算せねばならず、ダーバン会議はその絶好の機会であった。
しかし、この絶好の機会が訪れたとき、EU を含む先進国政府の示した反応は、予想され
たとはいえ防御的であったというしかない。地図の上から植民地が消え去っても、「北」と
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「南」の格差を生み出す社会構造を変えない限り、先進国における共生も、欧米的なるも
のを中心にした「多様性の管理」にとどまってしまう。多民族共生・多文化主義の理念を
「要塞」の中に閉ざさないためにも、過去の不正義に正面から向き合う新たな法理論の生
成に力を注いでいかなくてはならない。 
第 5 章 新しい人道主義の相貌―国内避難民問題の法と政治 
第 5 章では、1951 年の難民条約ではカバーできない人たちを扱っている。その人たち
が、国内に留まる難民、すなわち国内避難民である。彼らが、国際的関心を呼ぶ契機にな
ったのは、1988 年の国際会議であった。その後、1990 年に国連経済社会理事会等での決
議などを通じて、新しい国際的保護の制度が構築されてきた。本論文では、まず事務総長
代理のデン氏の活躍と欧米の研究者の協力によって作成された指導原則について考察され
る。つぎに、難民と国内避難民との違いが検討され、庇護の縮減という現実に国内避難民
保護が一定の効果を挙げている点が指摘される。さらに、国内避難民の発生原因を軽減す
ることへの対応が示され、新しい人道主義の形成が提言されている。そして、国内避難民
をめぐる法の欠缺問題をどう解決するのか。特にアフリカ憲章の実践が注目されるとする。
そして最後に、国内避難民が「南」で生じ、その解決が「北」の目線で醸成されていると
いう南北間に横たわる隔絶した意識の存在は、国内避難民問題の今後の解決に対する問題
提起となると指摘する。 
第 6 章 グローバル化と国際法―「人権戦略」の可能性 
第 6 章では、市民／民衆は、国際法過程にあって他者としての位置づけを与えられてき
たとはいえ、けっして無力なままにおかれているわけではないこと指摘する。その際、ト
ランスナショナル人権訴訟と民衆法廷を代表的な例として検討し、市民による国際法の戦
略的な実施の意義と可能性について次のように考察する。トランスナショナル人権訴訟と
は、国内裁判所を主たる舞台として、市民が、主体的に利用できる法的スペースを活用し、
私人あるいは国家を相手どって、国際公法／国際私法、国際法／国内法、公法／私法の境
界を脱構築しながら国境を越えて展開するきわめて戦賂的な訴訟であり、その蓄積が国際
法の実現あるいは国際法と市民の関係に変容を迫る重要な契機を提供しつつあるようにみ
える。トランスナショナル人権訴訟には、白由主義を司法的に正統化する機能が付与され
てきている。こうしたトランスナショナル人権訴訟において、法的資源や経験、言語など
の面で米国の圧倒的優位性ゆえに、米国の覇権的力学の作用を受けてはいる。しかし、ト
ランスナショナル人権訴訟は、その受動的な受け手にとどまらず、より多くの国で被害者
の多様な声を組み入れる司法的経験を積み重ねていくことで、国際法の市民化／民衆化を
押し進める大切な契機を増幅させるものである。これに対し、民衆法廷とは、いずれの国
家＝政府の力も介在させることなく、国境を超える市民社会の連帯により設立される法廷
であり、国家間の政治力学の狭間で放置された重大な問題への責任を国際法を適用して裁
き、国際法の実現を促す営みである。トランスナショナル人権訴訟以上に、そこでは市民
直接性の契機が強まっている。民衆法廷は、単なる模擬裁判との批判もあるが、国際市民
社会の力が認知されるにつれ、紛争解決手続の多様化とそのなかにおける国際法の在り方
を考えるうえでも、きわめて重要な課題となってくる可能性をもつといえる。 
第 7 章 戦後責任と和解の模索―戦後補償裁判が映し出す地平 
第 7 章では、21 世紀となった現在においても引き続き問題となっている戦後責任・和解
の現代的意義を、国際法における歴史の捉え方との関係で以下のように分析する。戦後補
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償裁判がわが国で提起されたのはロイ・ブルックスのいう「謝罪の時代」が深まりつつあ
る頃であった。「謝罪の時代」は、同一の時間を生きる人間間だけでなく、死者を含む過去
との連帯・和解を促すものであり、人権は国境だけでなく時間をも乗り越えようとしてい
るのである。これは、時際法の法理のような過去と現在という二分法的な法構造の脱構築
を促し、時を超えた“transtemporal”な正義の実現に向けた国際法のあり方を探る根源的な
営みでもある。この“transtemporal”な視座は、歴史学の知見も得ながら再構成・再発見さ
れた過去の中に、再精錬された今日あるいは過去の基準の適用可能性を見出していくとこ
ろに重要性がある。わが国の戦後補償裁判は、上級審で逆転されることが多いにしても、
地裁レベルでは原告に有利な判断を示す例が漸増し始めるなど、 “transtemporal”な正義
の実現に向けた法の解釈は、極東国際軍事裁判とサンフランシスコ平和条約を通じて作り
上げた戦後秩序に微小とはいえ亀裂を生じかねない様相が垣間見えるようになってきた。
司法が歴史的不正義にまつわる風景をすべて変えうるわけではないが、戦後補償裁判は沈
黙を強いられていた被害者を法の場に招喚し、その証言を「事実」として認定することに
より、被害者の尊厳の回復を促す重要な役割を果たしうるものである。司法による事実の
認定は、この役割に加え、「記憶の暗殺」や「歴史の修正」に抗う強力な拠り所ともなり、
和解のプロセスに能動的にかかわっていくものでもある。戦後補償裁判が照らし出してい
る日本の加害責任は、最終的には植民地支配の問題と切り離しては考えられない。戦後補
償裁判は、戦後補償の先に、日本の植民地支配を法の問題として本格的に問い直すべき時
が近づいていることを予示するものである。 
終章 海賊と、国際法の未来 
終章では、海賊への関心の高まりが国際法・国際社会の未来に対して持つ意味合いを批
判的な見地から以下のように論じ、本論文のまとめとしている。国際法上、海賊は「人類
共通の敵」として国際犯罪の端緒をなすものである。海賊は、現代のテロリストの原型で
あり、「われわれ」が人類あるいは国際社会という「想像の共同体」を構成するという心象
の形成に大いなる貢献を果たしてきた。しかし、海賊の歴史をみてみると、その存在はか
つて私掠免許によって公的なお墨付きを与えられていたこともある。それゆえ、人類共通
の敵とは、不変の悪などではなく、「われわれ」が必要に応じて招喚する他者であり、それ
によって共同体そのものの構築が促されていく存在なのである。海賊やテロリスト（ある
いはテロ国家）の創出を通して構築される国際共同体は、国際法が生成されて以降、一貫
して存在し続けている圧倒的に不均衡な権力構造を基層に据えたままにある。そして、悪
を撲滅しようとする営みが法（国際刑事司法）の装いをもって精緻化されるほどに、歴史
的不正義は不可視化され、忘却の危険性をはらんでいる。 
 
III. 本論文の評価 
国際法学は、伝統的に、国家実行に現れる規範的な国家意思に注目し、そこから国家間
に妥当する国際法規範の内容を抽出することに主たる関心を有してきた。それゆえ、とも
すると国家（なかでも欧米中心の主要アクター）の行動の現状分析にとどまる危険性が指
摘されるようになってきた。その意味で、本論文は、従来の国際法学の方法論に対して、
厳しい批判の眼差しを向け、国際法学にユニークな視座を切り開こうとする意欲的な試み
として評価することができる。 
全体として、本論文は、国際法における国家中心思考のなかでは、法の中立性・客観性
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を装っていても、欧米中心的な政策決定エリートの論理を反映したものとならざるをえな
いとし、その問題点や「原罪」を人権分野の検討を通じて明らかにしようとする問題意識
で貫かれている。なかでも、伝統的国際法の下で「他者」として排除されてきた非欧米、
「南」（第三世界）、「女性」、「民衆」等の受けた社会的不正義の実態を鋭く分析している点
に本論文の特色がある。このような分析により、国際法が孕んでいる「暴力性」が示され、
国際法に対する眼差しによっては、図らずもその暴力性に加担してしまう危険性を説得的
に示している。しかし、筆者は、国際法の放棄を主張するのではない。国際法の暴力性の
契機を見据えたうえで、この法のもつ社会改革機能を最大化する途を探ることの重要性を
指摘し、これまでの国際法に対する方法論の紡ぎ直し＝脱構築の必要性を強調するのであ
る。 
このような筆者の分析手法は、国際法が世界平和を創り出すために克服すべき課題を独
創的な切り口から示す点で、国際法学界に対して新たな挑戦を投げかけ、後続の研究を促
すものといえる。 
第 1 章において、今日の国際法における人権分野の発展は著しいものがあるとしつつ、
とりわけ 9.11 テロ事件後の進展は、「テロリスト」たちの非人間化を中心とする人間観の
価値的序列化を図るものとなってきている、との見方を「北」の諸国による拷問禁止規範
の緩和、難民の制限・封じ込め、ならず者国家への制裁などを通じて厳しく指摘する点は
説得的で評価しうる。 
第 2 章において、国際人権諸文書が、実際には欧米型自由民主主義体制にひときわ親和
的であること、なかでも西欧の白人（男性）をモデルとした人間像の構築を、その政治的
使命としていると論じ、国際機構の推進する人権がますます多くの人間にとって「不条理
な苦痛」の源となっている、と鋭く指摘する点は注目に値する。 
第 3 章において、リオ宣言、生物多様性条約など環境と開発に関する国際文書において、
「西洋科学信仰」が強調されており、「南」の女性たちによって培われ、受け継がれてきた
伝統的な知や経済活動を周辺化しているとの指摘は、環境と科学の関係を考える際に貴重
なリマインダーとなる。 
第 4 章において、ヨーロッパ人権条約の実現メカニズムの問題点を EU との関係で検討
し、EU の「要塞化」を通じて、EU 市民権をめぐる差別性、加盟国の選別性、入国・庇
護条件の厳格性、域内非正規移動の阻止などの問題点を明らかにするとともに、全体的に
EU をヨーロッパ、ないし「南」に対する植民地主義の継続者たる「北」と同じ扱いにし、
これを糾弾する結論になっている。人権への制度的コミットメントを強化する EU の進化
は肯定的に語られることが多いが、ここにも、欧米的なるものを中心とした「多様性の管
理」などの「北」と「南」を創り出す構造を浮き彫りにする筆者の分析手法が貫かれてい
る。 
第 5 章において、筆者は国内避難民問題をその発端から発展へと丹念に資料を渉猟して
論じ、特に国連の決議などを正確にフォローして ILA 宣言につなげている。難民との違い
についても、戦前から始めて 1951 年難民条約の役割や最近の UNHCR の活動についての
研究を通して、1990 年末の庇護申請激減の現象と「南」内部への封じ込めの事態に対して
新しい人道主義を提言するなど、発想も創造的かつ新鮮で、説得力もあると評価できる。
冷戦構造の終焉とともに生まれた国内避難民が、わが国において最近の津波や原発事故に
より発生したことを考えてみても、本論文は、研究者にいっそうの宿題を課している点で、
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斬新な視点を持つものと高く評価できる。 
第 6 章において、トランスナショナル人権訴訟を通じた国際人権法の適用拡大とその可
能性に注目し、そうした訴訟の蓄積が国際法の実現あるいは国際法と市民の関係に変容を
迫る重要な契機を提供しつつあるとの指摘は評価に値する。ラッセル法廷等に始まる「民
衆法廷」は、従来法学者の間では一般に無視されるか、または「カンガルー法廷」などと
批判されがちであったが、これに正面から評価を試みたことは学界に対する一つの貢献と
いえる。殊に筆者は、そのような法廷が「他者」、「過去」、「南」、「女性」等を法の前に「招
喚」した意義を強調する点、説得的である。 
第 7 章においては、〈intertemporal law（時際法）〉をのりこえ、法を現在の呪縛から解
き放ち、その時間的射程を過去に向けて引き延ばす、あるいは過去を現在に引き入れるこ
とために、〈transtemporal law〉の概念を、他の学者の用いた用語とはいえ、理論的に整
理し、これをとくに戦後補償裁判等について適用せんと試みたことは、学界において新た
な視点を導入するもので、大きな貢献といえよう。 
終章においては、ソマリア沖等の海賊問題を取り上げ、海賊は、9.11 同時多発テロ事件
等にかかわるテロリストと同様、「われわれ」国際共同体が敵ないし「他者」として作り上
げてきたものにほかならないとやや大胆に論ずるが、他方、テロリスト等に対する国際刑
事法廷等における非難の矛先は悪を生み出した社会・国家の歴史・構造を忘却させ、文脈
から切り離された個人の行為に限定されると指摘する点は、近年増大する国際刑事裁判へ
のひとつの警鐘となろう。 
 ただし、本論文に問題がないわけではない。本論文の批判の対象の 1 つである先進国と
その他との非対称な構図を示すにあたり、たとえば、重大な人道法違反が明白な場合であ
っても、国際的な裁きが先進国の側に及ぶことは皆無であるとの指摘をするが、そこでは
旧ユーゴスラビアにおける NATO の例を挙げるのみである。また、EU と非 EU という権
力＝差別構造を示すにあたっても、ヨーロッパの「暴力性」を表す EU 裁判所の基本認識
の記述において判例・学説等の裏付けが弱かったりするなど、分析の実証性がいささか不
十分と思われる箇所がみられる。 
 また、国際法の方法論の脱構築を主張するにあたり、その解決策に関しては、「対話」と
「非エリート的視座の導入」を提示するのみで具体性に欠ける部分が見受けられる。さら
に、民衆法廷が国際市民社会の力の認知を意味し、そのような認知が広まるにつれてその
ような法廷が紛争の平和的解決のための国際法の一手段として位置づけられるべきものと
なるかもしれないとするのは、現実の国際法体制にてらして少し楽観的に過ぎると思われ
る部分もある。これらについては、なお一層突っ込んだ検証が期待され、将来の研究の進
展が望まれるところである。 
さらに、国際法学においては一般に聞きなれないか使われていない用語―たとえば「法
の他者」、「要塞化」、「法的スペース」、「大きな物語」、「記憶の暗殺」など―が多々使用さ
れていることについて、戸惑いを覚える読者もあるのではなかろうか。 
 しかし、このような指摘は、本論文の学問的価値をいささかも減じるものではない。本
論文が、国際法の「原罪」としての「暴力性」を明らかにし、国際法の「社会改革機能」
を最大化するための新しい視座を提示している点の評価は揺らぐことはない。本論文が提
示する分析手法は、筆者が示唆するように、人権分野にとどまらず、国際法の全領域にも
通じうる一般性をもつと思われ、筆者の研究分野の深化・拡大が大いに期待される。 
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IV. 結論 
 以上の審査の結果、後記の審査委員は、本論文の執筆者が博士（法学）（早稲田大学）の
学位を受けるに値するものと認める。 
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